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2はじめに

◼ 三次調整力②（以下、三次②）必要量は、第20回本小委員会（2020年12月11日）において、下記のとおり、
事後と事前の検証・評価を行うことと整理した。

事後検証：一般送配電事業者が募集量の妥当性について事後検証を実施し、広域機関が検証結果を確認

事前評価：一般送配電事業者が作成した三次②必要量テーブルの妥当性を広域機関が評価

◼ このうち、事後検証として、一般送配電事業者により2022年度の三次②募集量に関する検証結果が提示され、
広域機関において、その内容の確認を実施した。

◼ また、事前評価として、一般送配電事業者が算定した2023年度の三次②必要量テーブルについて、広域機関に
おいて評価を実施したため、本日はそれらの内容についてご議論いただきたい。
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課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

5-1

必要量低減の
取り組み（共同
調達・アンサンブ
ル予測等）

✓ 東（東北・東京）
と中西（北陸以西
5エリア）で共同調
達

✓ 中部エリアでアンサン
ブル予測での調達

✓ 共同調達エリアの拡大

✓ アンサンブル予測のエリアの拡大

✓ 更なる気象精度向上の取り組み

5-2

実需給断面にお
いて不要となる
調整力の時間
前市場への売り
入札

✓ 領域aを市場入札
✓ 領域b・cはデータ収

集・分析を進める

✓ 入札主体

✓ 入札方法および価格

✓ スケジュール

✓ 領域aの供出量は調達した調整力と30分単位
の必要量との差分とし、領域b・cは改めて整理。

✓ 入札タイミング・入札ブロック・発動方法は引き続
き検討。

✓ 2023年度早期に開始を念頭に準備を進める。

(参考) 需給調整市場における検討課題について

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）参考資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

【第33回 本小委員会】

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


4(参考) 三次②必要量に関する検証プロセスについて

出所）第20回需給調整市場検討小委員会（2020年12月11日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


5(参考) 調整力確保における今回の検証の位置づけ

◼ 現在、一般送配電事業者が使用する調整力は、需給調整市場から調達する三次①、三次②および調整力公募
で調達する電源Ⅰ、電源Ⅱから成り立っている。

◼ 一方で、2024年度から調整力公募が終了し、一般送配電事業者は全ての調整力（一次から三次②）を需給
調整市場から調達することとなる。

◼ その中で、今回の検証は2022年度の三次②募集量および2023年度の三次②必要量の妥当性を検証するもの。

調達時期 2022年度 2023年度 2024年度以降

前年

前週

前日

調整力公募（電源Ⅱ）

調整力公募（電源Ⅰ）

需給調整市場（三次①）

需給調整市場（三次②）

需給調整市場（一次～三次①）

余力活用契約

2022年度の募集量は
妥当であったか

2023年度の必要量は
妥当か
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国（エネ庁） 広域機関※1

対応事項 FIT交付金活用に関する整理 三次②必要量低減に向けた対応

詳細

・調達費用の算出

・調達単価の検証

・予測誤差低減に対する
インセンティブ設計

・再エネ予測精度向上※2

・再エネ予測精度向上

・必要量低減に向けた施策検討

・必要量算出方法の妥当性評価

三次②調達に係る管理・検証の考え方について

◼ 事後検証および事前評価を行うにあたって、改めて三次②調達に係る管理・検証の全体像を整理した。

◼ 三次②調達に係るFIT交付金の活用および必要量の低減に向けた対応について、下表のとおり、国と広域機関で
連携して対応している（必要量低減に向けた対応については、次項にて細分化して整理）。

※1  一般送配電事業者による取り組みの管理・検証
※2  必要量低減に係る予測精度向上については、国（NEDO事業）でも対応

：調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

：需給調整市場検討小委員会



9三次②必要量低減における関係性について

◼ 前述の三次②必要量低減に向けた管理・検証における実施する事項については、それぞれ独立した項目ではなく、
下記のように必要量低減に向けた一連の流れとなっている。

◼ この関係性を踏まえ、2022年度の事後検証および2023年度の事前評価を行った。

再エネ予測精度向上
必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

✓ 必要量算出諸元となる
至近の再エネ予測誤差
実績が改善

✓ 安定供給面・経済面から
妥当性のある単独エリアの
必要量テーブル作成

✓ 単独エリアテーブルからの
更なる必要量低減効果のある
最終的なテーブルの作成

実際に調達を行う三次②必要量の低減



10三次②必要量低減に向けた管理・検証の実施項目について

◼ 広域機関で対応する三次②必要量低減に向けた管理・検証プロセスにおいて、求められる事項は以下の2点となる。

➢ 一般送配電事業者による必要量の低減が継続的に図られていること

➢ そのうえで生じた相応の再エネ予測誤差に対し、安定供給上適切な必要量が確保されていること

◼ 上記を踏まえると、三次②必要量低減に向けた管理・検証のプロセスで実施する事項は、具体的に下記のとおり、
「確立された再エネ予測精度向上技術の実装」「必要量算出方法の妥当性評価」「必要量低減に向けた施策
検討」になると考えられる。

再エネ予測精度向上※ 必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

実施項目

✓ 予測技術の開発他
-日射量予測に特化した
気象モデル開発 等

✓ 地理的粒度の適正化

✓ 複数モデルの活用

✓ アンサンブル予報に基づく
信頼度予測

✓ 必要量テーブル作成方法の
妥当性評価
-母集団データ採録期間
-特異値補正

✓ 複数エリアでの共同調達

✓ 既存のアンサンブル予報
の活用

他、随時検証のうえ導入

【三次②必要量低減に向けた管理・検証】 ：広域機関の管理・検証範囲

※技術開発は気象の専門家によるところだが、複数モデルやアンサンブル予報の活用は気象の専門家による技術開発と連携して対応
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122022年度三次②募集量の事後検証方法について

◼ 2022年度三次②調達については、共同調達を導入した東エリア（東北・東京）および中西エリア（北陸・関西・
中国・四国・九州）では、連系線の空容量に応じて、単独エリアの必要量テーブル（以下、単独エリアテーブル）と、
共同調達に使用する共同調達テーブルを使い分けて日々の調達が行われている。

◼ 加えて、中部エリアについては、7月よりアンサンブル予報を活用した三次②必要量テーブルの導入が行われた。

◼ これら調達に使用されたテーブルについては、それぞれ作成方法が共通（採録期間および特異値補正）であること
も踏まえ、前述の事後検証の考え方に基づき、2022年度の事後検証として下表の内容を実施した。

再エネ予測精度向上
必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

(1)予測誤差の低減有無
→「前日予測値-実績値」に

ついて21年度値と比較

(2)単独エリアテーブル妥当性評価
→単独テーブル必要量と再エネ予測

誤差実績の比較
(採録期間2年・特異値1%補正)

(3)必要量低減効果
→従来テーブル値との比較

実際に調達を行う三次②必要量の低減

【2022年度三次②事後検証項目】

(4)経済性評価(使用率)
→実際に調達した募集量がどの

程度使用されているか

(5)必要量の低減有無
→21年度値と比較

(6)必要量低減に伴う安定供給
への影響評価

→三次②不足時の需給状況確認



13(参考) 2022年度三次②必要量テーブル作成方法について

「前日予測値 ー 実績値」
の再エネ予測誤差の3σ

「GC予測値 ー 実績値」
の再エネ予測誤差の3σ

三次②必要量テーブル作成

三次②必要量
時刻 予想 実績

0:00～
0:30

10 ３

… … …

23:30～
24:00

14 5

母集団データ 算定式

2022年度三次②必要量テーブル
→ 過去２年分の実績を採用

2022年度三次②必要量算出
→ 系統規模1%以上の格差が

ある場合は特異値として補正



14(参考) 2022年度必要量テーブルにおける母集団データ採録期間について

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


15(参考) 三次②必要量テーブルにおける特異値補正について

出所）第21回需給調整市場検討小委員会（2021年1月29日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_21_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_21_haifu.html


16(参考) 三次②共同調達について

出所）第20回需給調整市場検討小委員会（2020年12月11日） 資料2
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_20_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_24_haifu.html


17(参考) 2022年度共同調達実施エリアについて

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


18(参考) 中部エリアにおけるアンサンブル予報の活用について

出所）第30回需給調整市場検討小委員会（2022年7月13日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html


19(1)再エネ予測誤差の低減有無について

◼ まず再エネ予測精度向上に関する検証として、2021年度と2022年度の前日予測値と実績値の差分を確認した。

◼ 具体的に、各年度の前日予測値から実績値が下振れした30分コマの合計値を算出した結果、下図のとおりとなり、
エリア毎に差はあるものの、全国合計では2021年度値と比較して、2022年度の予測誤差は低減されている。

◼ これは再エネ予測誤差低減に向けた取り組みとして、複数の気象モデルを2022年度から全国的に導入したことが
要因と考えられるのではないか。

[億kWh]

【 2021年度及び2022年度の前日予測ー実績値】

【合計】
21年度：54.6 [億kWh]
22年度：51.6 [億kWh]

※21年度値については、22年度の設備増加分を補正して算出
※対象期間は、4月～10月

0
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4

6

8

10

12

14

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

21年度予測誤差 22年度予測誤差



20(参考)複数モデルの導入時期

出所）第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年12月26日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


21(2)単独エリア必要量テーブルの妥当性検証について

◼ 次に事前評価された必要量テーブルの妥当性検証として、単独エリアテーブルによる必要量が、再エネ予測誤差の
実績に対し、十分な量であったかを確認した。なお、昨年度と同様に各エリアの30分コマごとの 「再エネ予測誤差
－ 三次②必要量」を算出し、必要量より再エネ予測誤差が大きいものを「不足」、必要量より再エネ予測誤差が
小さいものを「充足」と定義した。

◼ 結果としては、不足コマが全国平均で18%となり、充足コマと合わせ昨年度の実績と大きな変化はなかったことから、
今年度のテーブル作成方法（採録期間2年、特異値補正1%）についても妥当であったと評価できるのではないか。

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成

【2022年4月から10月における各エリアの不足・充足コマ数割合 】

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 平均

不足 17 21 8 23 22 21 20 13 20 18

充足 70 71 57 69 72 64 66 84 69 69

その他※ 13 8 35 8 6 15 14 3 11 13

※【再エネ予測誤差-必要量】＝0となるコマ
（必要量が0で上振れにより再エネ予測誤差も0となるコマを含む）

-4000

-2000

0

2000

【誤差実績－必要量】

不足が
大きい順に
並び替え

必要量が不足

必要量が充足

東京エリアの例

0

2000

4000 必要量

誤差実績

[%]



22(参考) 各エリアにおける単独エリア必要量と再エネ予測誤差の実績比較

北海道 中部

北陸 関西 中国

四国

約72%

約22%

九州

東北

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



23(参考) 2021年度の再エネ予測誤差実績との比較結果

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


24(参考) 各エリア特異値補正毎の不足コマ数割合および不足最大量

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 平均

補正無 23 25 9 30 30 23 25 17 26 23

3%補正
19

(▲4)
21

(▲4)
8

(▲1)
24

(▲6)
24

(▲6)
22

(▲1)
20

(▲5)
13

（▲4）
21

（▲5）
19

(▲4)

1%補正
17

(▲6)
21

(▲4)
8

(▲1)
23

(▲7)
22

(▲8)
21

(▲2)
20

(▲5)
13

（▲4）
20

（▲6）
18

(▲5)

全補正
15

(▲8)
21

(▲4)
7

(▲2)
21

（▲9）
18

（▲12）
20

（▲3）
20

(▲5)
12

（▲5）
19

（▲7）
17

（▲6）

【特異値補正有無による不足コマ数割合※1】

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 削減率
平均補正無 497 1,430 4,438 3,000 483 1,604 1,539 797 2,403

3%補正
458
(▲8)

1,425
(▲0.3)

3,258
(▲27)

2,692
(▲10)

483
(0)

1,604
(0)

1,533
(▲0.3)

670
(▲16)

1,720
(▲28)

▲10

1%補正
458
(▲8)

1,425
(▲0.3)

3,258
(▲27)

2,411
(▲20)

387
(▲20)

1,333
(▲17)

1,381
(▲10)

656
(▲21)

1,720
(▲28)

▲17

全補正
441

(▲11)
14,25
(▲0.3)

3,258
(▲27)

2,384
(▲21)

387
(▲20)

1,291
(▲20)

1,381
(▲10)

653
(▲22)

1,720
(▲28)

▲18

【特異値補正有無による不足最大量】※2

※（ ）は補正無に対する削減割合[%]

※1（ ）は補正無に対する減少量

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成

[%]

[MW]



25(3)三次②必要量低減に向けた取り組みに対する評価について

◼ 次に必要量低減に向けた施策検討に対する検証として、今年度から導入した共同調達、および中部エリアにおける
アンサンブル予報活用による必要量低減効果を確認した。

◼ 4月から10月における単独エリアテーブルによる必要量と上記施策による実際の募集量を比較したところ、下表のとお
り、共同調達によって東京・東北エリアで約19％、中西エリアで約8％と昨年度事前評価とほぼ同程度の募集量低
減が確認できた。

◼ また、中部エリアではアンサンブル予測の活用に伴い約3％の低減（導入した7月15日以降の三次②必要量低減
効果については約7％の低減効果）が確認できた。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

単独エリアテーブル必要量
[億⊿kWh]

2.8 33.6 37.9 24.2 1.9 21.1 14.3 10.9 28.6 246.8

募集量実績
[億⊿kWh]

2.8 20.1 37.9 23.4 1.7 20.6 12.9 10.1 25.7 213.2

低減効果
[%]

▲18.9 ▲3.3 ▲7.6 ▲13.6

（2022年4～10月）

：共同調達エリア ：アンサンブル予報活用エリア



26(参考) 2022年度共同調達による想定必要量低減効果

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


27(参考) アンサンブル予報の活用による三次②必要量低減効果

出所）第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年12月26日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


28(参考) 2022年8月の必要量がアンサンブル予報導入後増加した要因

出所）第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年12月26日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


29(4)三次②募集量の使用率について

◼ 続いてこれまでの必要量低減に向けた取り組みを踏まえ、三次②募集量に対する経済性評価として、実際の三次
②募集量のうち、再エネ予測の下振れ誤差の実績値に対応した使用率を確認した。

◼ 結果としては、実際の三次②募集量のうち、約22%が再エネ予測誤差に対応していた。

◼ 昨年度の使用率が全国平均で19%であったことを踏まえると、前述の必要量低減に向けた取り組みにより、使用率
が向上したと言える。使用率向上に繋がりうる取り組みは、安定供給上の問題がないことを維持したうえで、継続的
に取り組むべきものであることから、一般送配電事業者における取り組みについては、引き続き確認することとしたい。

北海道 東北 東京 中部※3 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

Ａ 募集量[億⊿kWh] 2.8 20.1 37.9 23.4 1.7 20.6 12.9 10.1 25.7 155.2

Ｂ 誤差実績[億kWh] 0.7 4.6 7.7 6.8 0.4 3.9 3.0 2.0 5.2 34.3

Ｃ(=B/A) 使用率[%] 26 23 20 29 24 19 23 20 20 22

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4000

5000 A 募集量

B 再エネ誤差実績

[MW]

（2022年4～10月の実績）

※1 再エネが上振れした場合の誤差は「０」とする ※2 募集量を超過する下振れ誤差は募集量を上限とする
※3 7月15日よりアンサンブル予報を活用した募集量とする

※１

※2

※１

募集量がどの程度FITの下振れ誤差に対応したかを確認するため、誤差実績について以下のとおり集計



30(参考) 三次②募集量に対する余剰分の有効活用

出所）第33回需給調整市場検討小委員会（2022年11月2日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_33_haifu.html

◼ 三次②余剰分の有効活用に向けた取り組みとして、2023年度より余剰となった三次②調達分の時間前市場への
供出を予定している。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_33_haifu.html


31(参考) 2021年度の三次②募集量に対する使用率

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


32(5)三次②必要量の低減有無について

◼ 次に2022年度に行った必要量低減に向けた取り組みに対する全体評価として、2021年度と2022年度の4月から
10月における必要量の比較を行った。なお、三次②必要量はFIT設備増減の影響を受けることから、2021年度の
必要量については、2022年度の設備増加率を補正することとした。また、三次②必要量は天候の影響も受けること
が想定されるが、本比較では気象影響による補正は未適用としている。

◼ 結果は下図のとおりとなり、エリアによって多少の差異はあるものの、2021年度値と比較して、2022年度の必要量
は全国合計で約30億ΔkWh（15%）の低減が確認できた。これは、再エネ予測精度自体の向上に加え、前述
の共同調達やアンサンブル予報の活用といった必要量低減に向けた取り組みの効果と言えるのではないか。

【21年度及び22年度4月～10月の三次②必要量比較】
[億ΔkWh]

【合計】
21年度：182.4 [億ΔkWh]
22年度：155.2 [億ΔkWh]

0

10

20

30

40

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

21年度必要量 22年度必要量



33(参考) インセンティブ設計におけるΔkW確保率の考え方

出所）第48回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2022年12月27日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/048_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/048_03_00.pdf


34(6)三次②募集量に対する安定供給への影響について

◼ 一方、必要量低減施策の導入によって、安定供給に影響を及ぼしていないかについても確認した。

◼ 三次②必要量は、GC以降の調整力が適切に確保されていることを前提に、現在の算定式（「前日から実績値の
予測誤差の3σ値」 - 「GCから実績値の予測誤差の3σ値」）を採用していることから、GC時点までの再エネ予測
誤差に対して、実際の三次②募集量が最も不足した断面において、GC以降の調整力余力も踏まえた再エネ予測
誤差への対応状況を確認することとした。

◼ 結果としては、再エネ予測外しに伴う需給ひっ迫融通を受電したエリアはなく、電源Ⅰ・電源Ⅱ余力および広域需給
調整（他エリアの調整力余力）によって対応できていたことから、三次②不足による安定供給上の問題はなかった。

【東京エリアにおける三次②不足量が最大の断面の需給状況】

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



35（参考）各エリアにおける三次②募集量の不足が最大となる断面（1/2）

北海道（8/10 11:00）

東北（10/24 11:00）

中部（4/1 8:30）

北陸（5/9 12:30）

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



36（参考）各エリアにおける三次②募集量の不足が最大となる断面（2/2）

関西（5/20 8:30）

中国（10/12 9:30）

四国（10/12 13:00）

九州（10/12 9:30 ）

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



37(参考) 三次②募集量が不足となるコマの発生

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


38(参考) 共同調達導入による安定供給面の評価について

◼ 共同調達に関しては、3σ相当の再エネ予測誤差が発生しても融通を送受電できるよう、過去実績を元に、年間を
通じて空容量が残存している蓋然性が高い連系線に接続しているエリアを、2022年度の共同調達実施エリアとして
選定している。

◼ 実需給断面においては、事前に想定した空容量がない場合、共同調達が行えず安定供給に影響を及ぼす可能性
が生じることから、連系線空容量期待値に対する実績確認を行った。

出所）第27回需給調整市場検討小委員会（2021年12月21日）資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_27_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_27_haifu.html


39(参考) 共同調達用連系線空容量実績の評価について

◼ 共同調達における安定供給の観点から、連系線空容量の期待値と連系線空容量実績および受電期待量※との比
較を行った。

◼ 結果として、関西・中国間連系線の逆方向では、空容量実績が受電期待量を下回るコマが一部存在したが、広域
予備率やその他の連系線潮流状況から安定供給面に影響を及ぼす状況ではなかったことが確認できており、その他
の連系線に空容量がない断面でもエリア内で確保していた調整力で対応できていた。

※共同調達では他エリアから融通受電することを期待して必要量を低減しているため、その低減量を「受電期待量」とする。

評価内容

東北
東京
間
(順)

北陸
関西
間
(順)

北陸
関西
間
(逆)

関西
中国
間
(順)

関西
中国
間
(逆)

中国
四国
間
(順)

中国
九州
間
(順)

１
安定
供給面

連系線空容量実績が連系線空容量
期待値を下回っているコマの有無
（空容量実績＜空容量期待値）

505
(5%)

18
(0%)

8
(0%)

0
(0%)

325
(3%)

2
(0%)

0
(0%)

２
安定
供給面

連系線空容量実績が共同調達の他エリ
アからの受電期待量を下回っているコマの
有無（空容量実績＜受電期待量）

0
(0%)

0
(0%)

0
(0%)

0
(0%)

64
(1%)

0
(0%)

0
(0%)

[コマ数](総コマ数9,744)

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



40(参考) アンサンブル予報導入による安定供給面への評価ついて

◼ 同様にアンサンブル予報の導入に伴う必要量の低減に対し、安定供給上の影響がないか確認した。

◼ 実際に生じた再エネの予測の誤差実績に対し、三次②必要量が不足するコマの割合を7月15日から10月末までの
期間で確認したところ、不足となるコマの割合および不足となった最大量について、従来のテーブルを使用した場合と
新手法で大きな変化がなかったため、新手法の導入に伴う安定供給面への影響はなかったと考えられる。

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



41(参考) アンサンブル予報活用における運用確認

◼ また、中部エリアにおけるアンサンブル予報の活用において、信頼度に基づくテーブルの選択は、当面手動での選択と
なることから、事後検証において、信頼度予報に基づく適切なテーブル選択が行えていたか確認するとしていた。

◼ 導入した7月15日以降の信頼度予測およびテーブル選択状況は下記のとおりであり、信頼度予測に基づくテーブル
が正しく行えていたことを確認した。

資料4 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



42(参考) アンサンブル予報活用における運用方法

出所）第30回需給調整市場検討小委員会（2022年7月13日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html


43目次
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４．今後の三次②必要量について

５．まとめ



44(参考再掲)三次②必要量低減における関係性について

◼ 前述の三次②必要量低減に向けた管理・検証における実施する事項については、それぞれ独立した項目ではなく、
下記のように必要量低減に向けた一連の流れとなっている。

◼ この関係性を踏まえ、2022年度の事後検証および2023年度の事前評価について検証した。

再エネ予測精度向上
必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

✓ 必要量算出諸元となる
至近の再エネ予測誤差
実績が改善

✓ 安定供給面・経済面から
妥当性のある単独エリアの
必要量テーブル作成

✓ 単独エリアテーブルからの
更なる必要量低減効果のある
最終的なテーブルの作成

実際に調達を行う三次②必要量の低減



452023年度三次②必要量の事前評価項目について

◼ 次に2023年度の三次②必要量に対する事前評価項目として、前述の必要量低減に向けた管理・検証の考え方
に基づき、下表の内容を検討・評価した。

※23年度必要量算出の諸元となる至近の前日予測値は、事後検証にて確認しているため。
予測精度向上に向けた技術開発の状況については、適宜調整力及び需給バランス評価等に関する委員会にて報告する。

再エネ予測精度向上
必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

事前評価項目はなし※

(1)あるべきテーブル作成方法
(アンサンブル予報活用時)

(2)母集団データ採録期間

(3)特異値補正の有無

(4)共同調達とアンサンブル
予報の併用方法

実際に調達を行う三次②必要量の低減

2023年度三次②事前評価項目

(5)2023年度年間必要量推定値

(6)2023年度必要量による安定供給への影響



46(1)アンサンブル予報活用を踏まえた2023年度テーブルの作成方法について（1/2）

◼ 初めに必要量算出方法の妥当性評価として、各エリアにおいてアンサンブル予報の適用の準備が完了したことから、
アンサンブル予報の横展開の可否を踏まえて、2023年度の必要量テーブル作成方法について検討した。

◼ 現在の中部エリアにおいて導入されているアンサンブル予報の活用手法は、下記のとおりとなる。

➢ 気象会社にて日射量予測等を踏まえ、翌日の予測信頼度を高い（A）、低い（B）とランク付け。

➢ 予測信頼度Aのみの過去データからなる三次②必要量テーブル（以下、Aテーブル）と従来の三次②必要量
テーブル（信頼度A+Bの全データを使用。以下、従来テーブル）を作成。

➢ 翌日の予測信頼度がAであればAテーブルを、信頼度Bであれば従来テーブルを使用。

◼ 一方で、信頼度Bの日に従来テーブルを使用する運用については、第30回本小委員会の議論も踏まえ、全国的な
横展開にあたっては、信頼度AとBの分け方の妥当性と合わせ、確認が必要としていたところ。

●第30回需給調整市場検討小委員会での主なご意見

・信頼度Aの日にAテーブルを使用するのは理解できるが、なぜBの日にBテーブルではなく、従来テーブルを使用するのか。

・今後の横展開に向けても信頼度AとBの分け方について、確認が必要ではないか。

・特異値補正について、AテーブルとBテーブル(従来テーブル)で格差に差がないことは、もう少し具体的に示されると良い。



47(参考) 現行のアンサンブル予報を用いたテーブル作成

出所）第30回需給調整市場検討小委員会（2022年7月13日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html
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現行 2023年度

信頼度Aの日

信頼度Bの日
(以下、Bテーブル)

(1)アンサンブル予報の活用を踏まえた2023年度テーブルの作成方法について（2/2）

◼ 前述のとおり、本来信頼度Bの日においても信頼度Bのみのデータを使用することが自然と考えられる。また、信頼度
予測は、前日時点における信頼度であり、GC予測値の信頼度ではないこと、加えてGC以降の誤差は三次①以下
の調整力で対応可能であることを踏まえると、「前日予測値－実績値」については信頼度A、Bに分け、「GC予測値
－実績値」については、全データ（A+B）を用いて、必要量を算出することが妥当ではないか。

◼ 従って、アンサンブル予報の横展開にあたって、2023年度の必要量テーブルは、下図のとおり作成することとしたい※。
※2022年度期中導入エリアについても、本手法を適用する。

三次②必要量
「前日予測-実績」の3σ
(Aデータのみ使用)

「GC予測-実績」の3σ
(Aデータのみ使用)

三次②必要量「前日予測-実績」の3σ
(A+Bデータ使用)

「GC予測-実績」の3σ
(A+Bデータ使用)

三次②必要量
「前日予測-実績」の3σ
(Aデータのみ使用)

「GC予測-実績」の3σ
(A+Bデータ使用)

三次②必要量「前日予測-実績」の3σ
(Bデータのみ使用)

「GC予測-実績」の3σ
(A+Bデータ使用)



49(1)三次②必要量テーブルにおけるアンサンブル予報の横展開について

◼ 前述の三次②必要量テーブルの作成方法改善に加え、事後検証および第80回調整力及び需給バランス評価等
に関する委員会のとおり、中部エリアにおけるアンサンブル予報の導入に一定の有効性が得られたこと、気象の専門
家から事前評価を行ったうえでの本手法の横展開に対し、同意が得られたことを踏まえ、データの分析・集約ができた
エリアについては、2023年4月よりアンサンブル予報を用いた三次②必要量テーブルを導入することとしたい※。

※ 一部エリアについては、2022年度期中からの導入を予定している。
東北エリアについては、本小委員会までの適用が間に合わないため、今回の事前評価は従来テーブルで行うこととし、
別途アンサンブル予報適用後の必要量テーブルを広域機関にて事前評価する。

【アンサンブル予報の各エリア導入予定時期】

2022.4Q 2023.1Q

北海道

東北

東京

中部

北陸

関西

中国

四国

九州

4月より導入開始

4月より導入開始

2月より導入開始

2月より導入開始

2月より導入開始

2月より導入開始

4月より導入開始

4月より導入開始

2022年7月に導入済



50(参考) アンサンブル予報の全国展開

出所）第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年12月26日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


51(2)母集団データ採録期間について

◼ 次に前述の2023年度必要量テーブルの作成方法に対し、採用する母集団データ採録期間について検証した。

◼ 2022年度の必要量テーブルの母集団データ採録期間は、気象予測の精度向上などの至近の取り組み効果が反映
できる点や、新たな必要量低減に向けた施策の期中導入の実効性が高いことから、至近2か年データを採用していた。

◼ 2023年度においても、テーブル作成方法は異なるものの、諸元となる母集団データについては予測精度の高い至近
データを使用することが有効であることから、昨年度同様至近2か年の採録期間としてはどうか。

※ 前日予測値は、「21年11月～22年10月」を使用
※ 全テーブル閾値1%で特異値補正実施
※ 東北は従来データによるテーブルの値を使用

（参考）2023年度テーブル作成方法による
採録期間毎の三次②年間必要量推定値

[億ΔkWh]

■9エリア合計値

採録期間2年：222億[ΔkWh]
採録期間3年：246億[ΔkWh]

0
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40

60

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

2年 3年
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(3)特異値補正について

◼ 同様に2023年度三次②必要量テーブルにおける特異値補正の実施有無を検証した。

◼ 特異値補正については、先述の事後検証のなかで、2022年度の従来テーブルにおける系統規模に対する格差1%
以上への補正が妥当であったと評価したところ。

◼ 2023年度におけるAテーブル、Bテーブルそれぞれの格差発生状況についても、2022年度の従来テーブルと傾向に
大きな差がない状況となっているため、2023年度三次②必要量テーブルに対しても、特異値補正を実施することとし、
補正の閾値としては、2022年度と同様に、格差1%以上に対する補正としてはどうか。

【格差発生状況（９エリア合計）】

:2023年度Bテーブル

:2023年度Aテーブル

※ 採録期間は全テーブル2年を採用
※ A,Bテーブルについて、東北の値は未計上

:2022年度テーブル



53(4)アンサンブル予報と共同調達の併用について（1/2）

◼ 前述のとおり、単独エリアにおける2023年度の必要量テーブル作成方法を整理したが、各エリアにアンサンブル予報
を適用した場合、これまで同様、共同調達を行えるかが新たな課題となる。

◼ 具体的な課題として、アンサンブル予報の活用と同時に共同調達を行う場合、下図のように共同調達エリア全体の
信頼度予測が必要となるが、現状においては、気象会社の技術的に複数エリアにおける信頼度予測が可能か検証
ができておらず、加えて各エリアの気象会社を統一する必要もある。

◼ こうした課題を踏まえ、まずもって早期に実施可能なアンサンブル予報と共同調達の併用方法について検討した。

Ａエリア Ｂエリア

信頼度A 信頼度A

共同調達エリア全体の信頼度：A

Cエリア

信頼度B

【アンサンブル予報と共同調達の同時活用における課題】

①共同調達エリア全体の信頼度予測が必要

②共同調達エリア内の全エリアで信頼度予報の基準=気象会社の統一が必要



54(4)アンサンブル予報と共同調達の併用について（2/2）

◼ アンサンブル予報と共同調達の併用については、アンサンブル予報の信頼度予報に基づく共同調達用のテーブルを
作成し共同調達すべきところ、前述の課題により現状においては、アンサンブル予報を活用した共同調達テーブルの
作成は難しいと考えられる。

◼ これを踏まえ、2023年度においては、下図で示すとおり、アンサンブル予報の活用による必要量の低減に対し、従来
手法による共同調達低減効果が大きい場合は、共同調達による低減効果も加える手法を採用することとしたい。

①
②

①②
共

①
ア ②

ア

90

【各手法による必要量低減イメージ】

エリア①
（従来手法/アンサンブル手法）

①②共同調達

80

エリア②
（従来手法/アンサンブル手法）

50 40

140

90

共同調達効果＞アンサンブルによる効果
の場合※1

①

120

90 30

80

40

単独調達 共同調達

共同調達の低減効果が大きい
部分(30)を各エリアに配分※2

エリア①

①
ア

①
ア共 ②

ア共

エリア②

80 60
40

30

※1 共同調達による低減効果の方が少ない場合、
アンサンブル手法による単独エリア必要量を採用

※2 共同調達による低減量の配分は、上記のとおり必要量比率による配分に加え、実際には連系線制約も踏まえた配分となる

②

①
ア

②
ア

①②
共 ②

ア



55(4)2023年度の共同調達対象エリアについて

◼ 2023年度の共同調達対象エリアについては、最新の連系線空容量実績値を踏まえ、今年度同様に東北・東京
（東ブロック）と、北陸・関西・中国・四国・九州（中西ブロック）の2か所で実施することとしたい。

◼ なお、今回は、現時点で実績が揃っている2022年9月までの連系線空容量実績値を用いて、実施エリアを選定
しており、今後、更に実績を蓄積すること等により、適宜、対象エリア拡大も含め、実施エリアの見直しについて、一般
送配電事業者と共に検討を進めることとする。

【2023年度共同調達対象エリア】

※矢印は空容量のある向き

北海道

東北東京中部関西

北陸

中国九州

四国

※連系線空容量の見直しにより、共同調達実施エリアの範囲は変わりうる

中西ブロック

東ブロック

北海道-東北間 東北-東京間 東京-中部間 中部-北陸間 中部-関西間

向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向

空容量 0 0 空容量 0 2,384 空容量 0 0 空容量 0 0 空容量 0 0

北陸-関西間 関西-中国間 関西-四国間 中国-四国間 中国-九州間

向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向 向き 順方向 逆方向

空容量 88 168 空容量 1,790 36 空容量 0 0 空容量 871 0 空容量 452 0

※2021年4月～2022年9月までの連系線空容量実績に基づき算出
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(参考)共同調達エリアによる必要量低減効果について

◼ 2023年度の三次②募集量について、従来の単独エリア必要量テーブルによって算出された必要量に対する、共同
調達による年間募集量の低減効果は、東ブロックで15%減、中西ブロックで8%減となっている。

【中西エリア年間募集量（推定値）】【東エリア年間募集量（推定値）】

15%減

▲32%

▲6%

▲2%
▲9%

▲7%

▲11%

8%減

※東京向き連系線
空容量なし

[億ΔkWh] [億ΔkWh]



57(4)2023年度三次②必要量テーブルに関する事前評価について

◼ ここまで整理した2023年度の三次②必要量テーブルの作成方法を踏まえ、2023年度の三次②必要量テーブルに
対する事前評価を実施した。具体的には、例年と同様の以下の内容について、下記テーブルを確認した。

➢ 単独エリアテーブル（AテーブルおよびBテーブル）

➢ 共同調達テーブル※（東エリア・中西エリア）

◼ 一般送配電事業者から提出された三次②必要量テーブルについては、本小委員会で整理されたとおりの作成方法
で信頼度AテーブルおよびBテーブル、ならびに共同調達テーブルが作成されていることを確認した。

【2023年度三次②必要量テーブルに関する確認事項（９エリア共通）】

確認項目 確認対象 確認結果

テーブル作成 母集団データ

採録期間
✓ 2021～2022年度の2か年分データを用いて、母集

団データを作成していることを確認

データの種別
✓ FIT特例①および③に係る「前日の予測値」、「GC時

点の予測値」、「実績値」を用いて、
母集団データを作成していることを確認

テーブル補正
再エネ設備量補正 ✓ 再エネ設備量の増減が反映されていることを確認

特異値補正 ✓ １%以上の格差に対して、特異値補正を実施していることを確認

※共同調達テーブル作成に使用する単独エリアの従来テーブルについても評価対象とする



58(5)2023年度の三次②年間募集量（推定値）について

◼ 前述の共同調達およびアンサンブル予報の活用を踏まえた、各エリアの2023年度三次②年間募集量の推定値※１

は下記のとおりとなる。

◼ 2022年度の事前評価における2022年度年間募集量の推定値（設備増加分は補正）と比較して、全国での
アンサンブル予報の活用に伴い、 約20億ΔkWh（9%）程度の募集量低減が想定される。

【事前評価時の年間募集量推定値】
[億ΔkWh]

【合計】
22年度：230.4 [億ΔkWh]
23年度：209.9 [億ΔkWh]

※1 2023年度値は、2022年10月までの実績値に基づいた必要量を用い、2021年11月～2022年10月の前日予測値を使用して試算
2022年度値は、2022年度事前検証で算出した募集量に2023年度設備増加分を補正
2023年度値について、東北エリアのみ従来モデルによる必要量テーブルを使用し、他エリアはアンサンブル手法を採用
2022年11月以降の実績値に基づく必要量テーブルについては、23年度上期中に広域機関にて確認予定

※2 東北エリアについては、22年度より風力予測の更新頻度細分化によりGC予測精度が前年度に比べ向上。そのため、三次②必要量算定式
（「前日予測-実績の3σ値」-「GC予測-実績の3σ値」)の後半部分のみ減少したため、23年度募集量が22年度募集量と比較し、増加している。
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59(6)2023年度の三次②年間募集量の安定供給上の評価について

◼ 前述の共同調達およびアンサンブル予報の活用を踏まえた、各エリアの2023年度三次②の年間募集量の推定値に
ついて、必要量の低減に伴う安定供給上の影響がないことを確認した。

◼ 具体的には、各エリア2023年度募集量推定値および2022年度募集量実績値の2022年度の再エネ予測誤差
実績に対する過不足を確認した※。

◼ 東・中西の共同調達エリアの募集量推定値は下図のとおり（各エリア毎の確認結果は次ページ）となり、募集量が
再エネ予測誤差に対し不足となる領域について、2022年度実績と大きな相違がないことから、2023年度募集量
推定値についても安定供給上問題はないと言えるのではないか。

※22年度募集量実績は、21年11月～22年10月の値を使用
23年度募集量推定値と比較する22年度再エネ予測誤差実績については、23年度の設備増加分を補正

【東エリア共同調達募集量と再エネ予測誤差比較】 【中西エリア共同調達募集量と再エネ予測誤差比較】

：22年度実績 ：23年度推定値



60(参考) 22年度・23年度単独エリア必要量と22年度再エネ予測誤差の実績比較

北海道 東京

中部 北陸 関西

中国 四国

東北

※22年度募集量実績は、21年11月～22年10月の値を使用
23年度募集量推定値と比較する22年度再エネ予測誤差実績については、23年度の設備増加分を補正

九州
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62今後の三次②必要量について

◼ 今後の調整力必要量について、2024年度以降の調整力公募の廃止が直接的に三次②必要量に影響しないこと
から、まずは一次～三次①における効率的な調達方法の検討を進めている（具体的には週間断面における調達量
を減らし、不足するおそれがある場合に追加調達する方向で検討）。

◼ そのため、今後の三次②必要量についても、上記の検討結果を踏まえ、同様のアプローチが取れるか（追加調達の
判断基準について、広域予備率以外の追加調達の指標が作れるか等）について急ぎ検討を行って、整理が出来
次第、2023年度の三次②必要量算出についても早期反映させることとしたい。

出所）本小委員会 資料3
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64まとめ

◼ 今回、2022年度三次②必要量の事後検証および2023年度三次②必要量テーブルの事前評価を行った。

• 事後検証について

✓ 前年度の再エネ予測誤差と比較すると、今年度は全国での複数モデル導入により、再エネ予測誤差の低減が
確認できた。

✓ 生じた再エネ予測誤差に対して、三次②調達量が不足となるコマが、全国平均で18%程度生じていたが、電
源Ⅰ・電源Ⅱ余力および広域需給調整で対応が出来ており、2022年度の三次②調達における安定供給上
の影響はなかったと言えるのではないか。

✓ 一方で共同調達および中部エリアにおけるアンサンブル手法の導入に伴い、4月～10月における三次②必要
量が前年度比で約30億ΔkWh低減しており、一般送配電事業者による三次②必要量低減に向けた取り組
みの効果が出ていると評価できるのではないか。

• 事前評価について

✓ 2023年度の三次②必要量テーブルについては、各エリアでアンサンブル手法を導入し、母集団データの採録期
間を至近2か年、特異値補正を格差1%以上とすることとしてはどうか。

✓ 2023年度の三次②年間調達量（推定値）は約210億ΔkWh（2021年度比 ▲約20億ΔkWh）とな
る見通し。

• 今後の三次②必要量について

✓ 一次～三次①における効率的な調達方法の検討および三次②必要量への適用に対する整理が出来次第、
2023年度三次②必要量算出についても早期に反映を行う。


